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住⺠税決定通知書①②
(特別徴収税額通知)

eLTax
従業員居住の市区町村

住⺠の収⼊等を合算し
課税所得⾦額に対する
住⺠税徴収税額を⾃治体
が決定
 ①個⼈(様式3号別表)通知
 ②企業(様式3号)通知

給与⽀払報告データ
(源泉徴収票・総括表)

事業者
(給与等の⽀払者)

特別徴収税額通知データ

 企業は毎年５⽉に約1800の⾃治体から、全従業員分の特別徴収税額決定通知(企業通知、
個⼈通知)が郵送等で⼀⻫に送付される。

 紙の企業通知を開封→内容確認→システム⼊⼒→保管する業務が間接コストとして発⽣。
 紙の個⼈通知を開封→仕分け→従業員へ配布または郵送→仕分け業務のコストが発⽣。

地⽅税
の納付

(※平成28年9⽉現在)

1741市区町村※

①個⼈通知(様式3号別表)

②企業通知(様式3号)

給与所得等に係る特別徴収税額
の決定・変更通知書

従業員

紙媒体

⾃治体数×企業数
毎年５⽉に⼀⻫に
交付書類が
送付される

1.市区町村からの特別徴収税額通知の受領など

全国の⾃治体からバラバラと
届く交付書類の開封・仕訳・
読み合わせ確認作業 算定対象 給与計算

述べ⼈員
報告述べ市区町村数

(重複は未考慮)
弊社関係 1 25,000 500
関係会社 39 40,000 4,500

40 65,000 5,000
電⼦正本
対応済

今回の
課題

ただし、
未定着…

マイナンバー記載有

マイナンバー記載無
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現
状
課
題

 提供形式(封書の⼤きさ、封⼊⽅法、帳票サイズ)は⾃治体独⾃で、受領企業は仕分け＋開封＋受領確認等が⼀⼤事。
 企業の給与担当者は⽒名確認＋配布作業に厖⼤な⼯数と経費発⽣。
 ⾃治体によって企業送付⽇も異なるため、給与担当者は短期間での台帳と受領書類の不⼀致の確認に疲弊。

(６⽉分給与から税控除と従業員への通知が必要なため、全企業の給与担当者は短期間での処理に疲労困憊)
 ｢個⼈住⺠税の特別徴収税額決定通知書（納税義務者⽤）の記載内容に係る秘匿措置の促進 －⾏政苦情救済推進会

議の意⾒を踏まえたあっせん－(平成28年10⽉14⽇)｣等により、秘匿措置の拡⼤とともに、書類形式も多様化。

・納税義務者(従業員)へ企業経由で⾃治体から交付される通知書の秘匿措置の⼀例。
(サイズ、封⼊⽅法など、市区町村によって異なるが、プライバシー配慮義務が強く求められている)

シール貼付け型

シーリング型

2.個⼈通知(様式3号別表)の秘匿措置など
・個⼈通知(様式3号別表)は、特別徴収税額のみでなく、主たる給与以外の給与(不動産、利⼦、配当等)の

⾦額や所得控除(障害者、寡婦等)の該当有無が記載されることになっていること等から、(地⽅税法上は
義務付けられていなくとも)苦情対策等の意図で｢秘匿措置｣を実施する市区町村が増加している。
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3.個⼈通知(様式3号別表)の電⼦的な受領と社員配布(想定)
eLTAX

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

③紙配布者分を除いた電⼦
ファイル(様式３号別表)を受領

①紙配布が必要な対象者
(社内システムが利⽤で
きない⼯場勤務・休職
者等)を把握し、整理

④紙もデータも、⽀社
ごとに振り分ける

経理部⾨
（シェアードサービス） ⼯場Ａ

⾃宅
（休職者等）

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

※ビューワソフトは、
ｅLTAXからダウン
ロードしたものを
⼈事給与システム
を経由し配布する
ものと想定。

②紙(様式3号別表)の
配布対象者を選択して印刷

税額
通知

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

⽀社B

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

⽀社C

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

関係会社D

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

⼈事給与システム
（⽀社Ｂ）

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

⼈事給与システム
（⽀社Ｃ）

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

⼈事給与システム
（関係会社Ｄ）

税額
通知
XML

税額
通知
XML

税額
通知
データ

⽀社Ｂ
⑦税額通知とビューワ

を受領

⑤紙対象分を郵送

⽀社Ｃ

関係会社Ｄ

税額
通知

⑧各社の社員とも、
社員⾃らが各⾃
の税額通知を復元

税額
通知印影

税額
通知印影

印影

⑥データは各社の⼈事
給与システムに格納

税額
通知

税額
通知

第12回 税制調査会(2017年10⽉16⽇)資料から想定

市町村CD 事業所番号 社員番号

全国地⽅公
共団体コード

給報に格納
した社員番号

市町村が独
⾃に付番

⽣年⽉⽇

給報に格納
した⽣年⽉⽇

必ず格納
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4.個⼈通知(様式3号別表)の受領にあたってのｅLTAX機能要望
利活⽤シーン 要望事項

① 紙配布が必要な対象者(社内シス
テムが利⽤できない⼯場勤務・
休職者等)を把握し、整理

・画⾯からの検索等による他に、該当者の｢事業
所番号｣＋｢社員番号｣の束ファイルを移⼊して、
対象者分の個⼈通知(様式3号別表)の⼀括印刷
を可能にしていただきたいです。

※なお、印刷はプライバシー配慮に関する対応を
検討する必要があります。

② 紙(様式3号別表)の配布対象者を
選択して印刷

③ 紙配布者分を除いた電⼦ファイ
ル(様式３号別表)を受領

・画⾯からの検索等による他に、該当者の｢事業
所番号｣＋｢社員番号｣の束ファイルを移⼊して、
対象者分の個⼈通知(様式3号別表)データの⼀
括抽出を可能にしていただきたいです。

④ 紙も、データも、⽀社ごとに振
り分ける

・紙の⼀括印刷であれば、｢事業所番号｣＋｢社員
番号｣順に出⼒をお願いしたいです。

・また、個⼈毎のデータファイルの名前には、
｢事業所番号｣、｢社員番号｣、｢⽣年⽉⽇｣を含ん
でいただきたいです(⽣年⽉⽇はチェックの意図)。
(ファイル名称は、⽂字化けを防ぐため、半⾓
英数字と半⾓アンダーバーのみで構成)

・秘匿措置を考慮した⽬隠し印刷を⾏う場合は、
表⾯等に｢事業所番号｣＋｢社員番号｣＋｢⽣年⽉
⽇｣を印刷いただきたいです。
(⾃動仕分けに対応するためOCR-Bで印刷)
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5.個⼈通知(様式3号別表)の受領にあたっての政策要望

｢社会保障･税番号⼤綱(2011.6.30)｣P53には、｢なお、法⼈等の⽀店や事業
所に関しては、必ずしも会社法⼈等番号を有していないこと等から｢法⼈番号｣
の付番は⾏わない。他⽅、国税の源泉徴収義務と地⽅税の特別徴収義務の両⽅
を有する法⼈等の⽀店や事業所が相当数あることから、国税の源泉徴収義務者
について国税当局内部で活⽤している番号を地⽅税当局と共有し、地⽅税当局
及び徴収義務者の事務処理の効率化を図ることとする。｣と記載されています。

個⼈通知の受領や従業員への配布について、シェアードサービスを活⽤する
場合にも⽀障のないように、源泉徴収義務者に関する共通番号の活⽤を早期に
実現していただきたいです。

事業所(源泉徴収義務者)に関する番号は、各市
区町村で個々に異なるルールで付番し、管理され
ているため、シェアードサービス(企業グループ内
の経理・事総務等の間接業務の処理を1社に集約す
る⼿法)の運⽤においては、振り分け作業に⽀障を
きたすことが想定されます。

甲市役所での管理

A社B⽀店 030001

A社C⽀店 030002

⼄町役場での管理
A社B⽀店 085011

A社C⽀店 085012




